
の消費の動きを知るために，まず勤労者世帯と全世

帯の各収入についてみてみよう。勤労者１世帯当り

1ヵ月間の平均実収入は，昭和39年において６万9,

844円であり，前年に対して8.6％の増加をしめして

いる。さらに39年の｢市民生活白書」においては昭

和37年の１世帯1ヵ月平均５万7,407円の数字がし

めされており，それとくらべると増加額は１万2,43

6円になる。（表1-3-8）ここで実収入というのは，総

理府統計局の家計調査に用いられている用語で，給

■表1－3－7　産業別市内生産所得の構成比

■表1－3-8　市内勤労世帯１ヵ月間の収入

■図1－3－4　所得段階別給与所得者構成

料や財産収入をふくめた所得部分である。また実収

入以外の収入とは貯金の引出しとか借入金の増加を

指している。支出の分もこれに応じて，「実支出」

と「実支出以外の支出」に分け，後者は，貯金，借

入金の返済を含む。実支出は，さらに生活費のよう

な消費支出と所得税，社会保障費などのような非消

費支出とに分かれる。

消費者物価指数は，年に総合で、38年とくらべて4.

5％騰貴しており，この物価騰貴を差引くと、実質

収入の増加率は4.1％となり，38年には,実収入増加
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成比90.3％）にとっては，物価騰費にたいしては敏

感であり，この人々の生活の恒常的安定化のために

も物価騰費は政策的にもやめさせるできであろう。

③ 消費生活のあらましと物価

＜低い勤労者世帯の実収入の伸び率＞ 市民



■表1－3－9 市内小売物価指数の推移

率8.4％にたいして物価騰貴率は8.9％であるから，

実質収入にたいして0.5％くいこんだということに

なる。したがって39年は実質収入の伸び率は、38年

より高まっているようであるが、38年には実質収入

を上回ったのであるから，この２年間には，実質収

入の増加率は,1.8％であり，物価騰貴が実質収入

の増加率をおさえているかがわかるであろう（表1-

3-9）。実収入の増加率は低下しているのにたいして

実支出の方はどうであろうか。39年の実支出は６万

■表1－3－10　主要都市の消費支出額(30,39年,全世帯)

1,229円であり、38年の５万3,017円に比して，8,21

2円の増加であり，実支出の増加率でみると8.6％で

あり，実支出の増加率が実収入の増加率を上回って

いるということである。全世帯の消費支出をみる

と、39年には５万3,541円で，全都市の４万7,834円

より、1万516円多い。この点については，6大都

市で第２位である。このことは，さらに消費支出の

内容をみればより明らかになろう。

もっとも多い支出が雑費で，2万2,495円で，つぎ

に食料費の１万9,553円，そして被服費6,816円，住

民費5,100円，光熱費2,308円という順である。雑費

の内容は教育，交通通信，文房具，教養娯楽，たば

こなどである。とくに雑費のなかで教育費の支出は

大きな比重を占めている。東京都のばあいの消費支

出の内容をみると,住居費の伸び率がもっとも高く，

つぎに雑費，被服費となっており，食料費と光熱費

の伸び率は低く，全体にたいする比率も低下してい

る。横浜市の39年の消費支出の内容と38年のそれと

をくらべてみると，雑費支出の増加率が目立って大
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きい。つぎに食料費，住居費の増加率が目立つ。

雑費支出の増加が目立つことは，教育費の値上りば

かりでなく，交通費，教養娯楽費への支出が多いか

らであろう。また食料費も物価の上昇にもとづく支

出の増加と考えられる。

＜市民の貯畜はふえている＞ 教養娯楽費の

が市民の８割以上を占める勤労者にとっては，明日

のための労働力の再生産の活力として教養娯楽を求

める傾向が強くなったとみる方が賢明であろう。

つぎに市民個人支出から個人貯蓄の形態をみてみよ

う。前に述べたように個人支出のうち税・税外負担

率が多くなっていることは，個人がえた所得のう

ち，処分可能ないわゆる可処分所得部分の比率が漸

次低下したことを意味する。この可処分所得が消費

支出と貯蓄に分かれるのであるが，支出割合は次第

に低下している反面，貯蓄は増加している。39年は

市民個人支出の個人貯蓄の構成比は26.9％であり，

38年よりも2.7％ふえている。これには，住宅建設

のための貯蓄や不時の出費に備えての貯蓄もふくま

れている。貯蓄には，個人の銀行・郵便局への預金

だけでなく，個人の現金保有および有価証券投資の

純増加，個人住宅の新規建築および個人業主の耐久

財投資および在庫品の増加などを含んでいるが，な

かでも個人貯蓄が，構成比中最大の比重を占めてい

る。
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１世帯当たり年間支出をみると，昭和39年に３万9,

976円で，対前年増加率は12.6％である。これは東

京都（区部）5万6,045円，名古屋４万2,878円，大

阪の４万352円についで第４位である。教養娯楽費

の増加率は、37年23. 9％、15.4％、12.6％にと低下

しているが，雑費のなかでは「その他」の項目を除

いて一貫して最高の比重である。これは，毎日の生

活不安のなかで，小さな形でのうるおいとやすらぎ

を求める傾向が強くなったことを意味する。とくに

生活が多様化し，勤労者の住居の狭さや，一般市民

大衆が，ますます機械化される日常から離れるため

に，必然的に教養娯楽費の増大となったことであろ

う。もちろん観光企業の宣伝による側面もある。だ

■表1－3－11　市内勤労者世帯1ヵ月間の支出



勤労世帯1 ヵ月間の住居費支出は毎年上昇してい

る。38年が4,401円、39年が5,100円，40年5,225円

であり，全世帯の平均１ヵ月支出より，この２年間

は上昇つづけている。６大都市では，40年９月の調

査において，神戸市の6,894円，東京都の5,957円，

京都市の5,930円について４番目に高い。一般に住

居費支出は，人口集中のはげしい都市や発展途上に

ある都市は高いと考えられている。つぎに家具什器

への支出も増大し，全世帯平均1ヵ年間の支出をみ

ると、38年に1,856円，39年2,349円、40年（9月現

在）2,872円と上昇している。つまり市民の生活水

準が少しづつ上昇してくるにしたがって家具・什器

の比重も大きくなっているということである。だが

勤労者の世帯では，家賃・地代への支出も多く，未

だに家具・什器を充分に満足するだけ備える段階に

はいたってないようである。

普及率を地区別にみると，戸塚区84.6％,保土ヶ谷

区81.2％,磯子区の79.6％という順になっている。

＜はげしい物価の上昇＞ 消費者物価の高騰

がはじまったのは，政府の高度成長政策が具体化し

たときからである。昭和30～34年にかけて消費者物

価指数はほぼ安定していた。ところが，昭和35年か

ら，1％，7.1％，8.9％，と毎年上昇しつづけてい

る。39年には景気調整期にあたり,4.5％にとどま

ったが，依然として，物価の騰貴はやんでいない。

消費物価指数の内容は，食料，住居，光熱，被服，

雑費の５項目に分類されているが、39年の場合には

38年とくらべて，食料3.8％,住居7.3％,光熱0.13

％、被服3.0％,雑費9.3％となっている。39年には

雑費の値上り，住居の値上りがはげしかった。雑費

のうちでは教育費が10.9％,教養娯楽費8.9％も上

昇しているのが目立っている。生鮮食料品，乾物類

の値上がりも目立っている。

神奈川県が公刊した｢昭和40年消費者物価調査年報｣

によって消費者物価の動向をさぐってみよう。

　昭和40年の消費者物価は，全国平均では39年の12

5.6にたいして135.2で、7.6％，東京都区部平均は

同じく126.0にたいし135.1で7.2％，横浜市は125.6
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＜増大する教育費＞　　　　消費支出のうちで雑費

支出が最高の支出項目であるが，雑費のうちでも教

育費も年々高い項目になっている。子どもの成長と

幸福のために，横浜市の家庭が負担する教育費も増

加している。１世帯平均1ヵ月の教育費支出は、37

年に1,667円、38年1,916円、39年2,485円であり,毎

年増加している。昭和39年は35年の約２倍である。

これは私立学校の授業料値上げ，入学金の値上げや

さらに学力テスト体制による受験競争が主要な原因

とおもわれる。

　テレビの普及率は毎年上昇し、38年に70.2％、39

年に72.7％、40年には73.8％となっている。ところ

がラジオの普及率は毎年低下し、38年に13.6％、39

年に9.1％、40年に8.8％となっている。なおテレビ

■表１―3一12　横浜市消費者物価指数の推移(35年＝100)



から135.1に上昇し，増加比7.6 ％である。（35年

＝100）

神奈川県14市の平均では、106.2から112.7に（37年

８月～38年７月＝100）6.1％の上昇であった。この

年の物価上昇率は38年時の上昇につぐ大きさであっ

た。前記の物価上昇が，中小企業における労賃増や

サービス料金の上昇によるといわれるが，これは国

民経済の支配部門ではない。

＜野菜，主食の値上げが急ピッチ＞ …　たしか

に県下14市の平均物価は39年にくらべて6.1％も上

昇した。これは、39年の上昇率4.0％をかなり上回

るばかりでなく，物価の上り方としても大幅なもの

であった。

１年を１～６月と，7～12月の前・後２期にわけて

物価の動向をみると，前半期には前年同期にくらべ

て6.8％の上昇，後半期には同じく5.4％の上昇で

あり，つまり40年前半期は39年後半期にくらべて4.

3％増，40年後半期は前半期にくらべて１.１％の上

昇であって，前半期における物価の上昇が著しかっ

■表1－3-13　市内卸売物価指数の推移

た。

ところが横浜市のばあいは、39年には、38年にくら

べて3.7％、40年には7.6％と，県平均を上回って物

価の上昇が目立ったことがより明確になる。

横浜市の消費者物価の値上りで，目立つことは，食

料であり，昭和37年114.1であったのが38年には12

5.4,39年には129.2と上昇を続け，40年６月でみる

と，対前年比は14.3である。（表1-3-12）

35年を100として、40年６月には143.5であり，この

５年間の値上りはかなり高い。食料のなかでも穀

類，野菜，飲料の値上りが目立っている。

また住居費は、37年111.8、38年117.1,124.4、12

8.4と漸次高騰をつづけ，なかでも家賃地代の値上

りがひときわ目立っている。さらに雑費の値上り率

も高い。そのなかで教育費の値上りは，群を抜いて

いる。とくに39年から40年にかけては，政府の物価

政策がうまくいっていないことをしめしている。米

価の値上げ，野菜の値上げ，教育費の値上げは，そ

れを如実にしめしているといってもよい。
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こうした物価上昇は需要の伸びにも影響している。

家計調査による消費の伸び率が，名目消費額で測っ

て１世帯当りで昭和30～34年は年平均5.6％であっ

たのに対し、35～37年は年平均11.8％、38～39年は

年平均10.5％とかなり高い。これは消費者物価の騰

貴をはるかに上回っているから，いかに需要の増加

が大きかったかがわかる。この需要の伸びに供給が

追いつかなかったことが，物価上昇の一因をなして

いる。したがって，物価抑制策として，中小企業の

近代化や流通機構の改善，さらには独占価格の問題

などにメスを入れるなど，国民の立場に立って，抜

本的な物価対策が立てられなげればならない。

＜卸売価格も上昇しはじめる＞　　　　昭和30年を

100としたばあい，総平均物価指数は，37年106.6,

38年111.1, 39年111.2、40年６月は113.6となり，

37～38年の上昇が目立っている（表1-3-13）。なか

でも建材，燃料，食料品の値上りが目立っている。

市内の卸売物価指数も総平均で37年までは安定して

いたが、38年から上昇しはじめている。これは，大

企業が，独占的支配力を利用して生産性の上昇→コ

ストの低下に見合って価格の引き下げをせず，管理

価格としての性格からきているだけでなく、38年以

降は寡占的競争が激しくなり，それを抑制する動き

として卸売物価を上昇させる傾向を大企業間の協定

で政策的におこなっていることが有力な原因になっ

ている。生産性の上昇→コストの低下→価格の上昇

的安定→利潤増大という道筋のもとで，卸売物価の

値上げが生まれてきたのである。この点に対する国

■表１－３－１４　昭和38年産業別生産所得
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民経済的対策が必要となろう。とくに物価上昇が主

として低生産部門の中小企業における人件費の増大

のみならず，大企業間における独占価格の設定に原

因があることが指摘されてきた。だが，前述したよ

うに独占価格の設定ばかりなく，独占的過当競争に

消費者が犠牲にされているメカニズムを正しくみぬ

くべきであろう。

円（14.0％）を大きく抜き、3.3倍を占めている。

（表1-3-14）これは本市において製造業の地位が大

きいことをしめすものである。全国的にみたばあ

い，全国（国民所得）では，製造業が30.5％となっ

ており，横浜市の製造業が産業のなかで占める位置

は全国水準をはるかに上回っている。この点から横

浜市の工業化は39年の「市民生活白書」で分析した

時点より進んでいるということができる。

いま重化学工業化率をみると，昭和36～39年に毎年

着実な伸びをしめしている。それを出荷額でみる

と，毎年100億円以上であった産業は，輸送用機械

製造業を筆頭に若干の順位の移動がみられたが，電
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④一一―横浜の工業

＜製造業の比重が大きい＞ 昭和38年の横浜

市の比重は，同年の生産所得総額4,881億円のうち

2,235億円で（45.8％）,全休の半分近くを占めてお

り、2位である第３次産業の卸売・小売業の685億

■表1-3-15　産業別出荷額等




